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市 の 概 要 

１ 人 口 等   

(1) 市制施行  昭和１５年１１月１０日（全国 １７３番目） 

(2) 人  口  ９４，２７３人（男 ４２，４２９人、 女 ５１，８４４人） 

         ※令和６年４月１日現在の住基人口（日本人と外国人の合計数）

(3) 世 帯 数  ４５，３９３世帯 

(4) 面  積  １８．５７ｋ㎡    ６０町区 

２ 産業分類   

                         （令和２年国勢調査） 

第１次（農・林・漁）      ９１人   ０．２％ 

第２次（鉱・建・製）   ５，６９７人  １５．３％ 

第３次（サービス業等）  ３０，０６９人  ８０．９％ 

分類不能   １，３２５人   ３．６％ 

３ 都市宣言等   

・芦屋国際文化住宅都市建設法（昭和２６年３月３日法律第８号） 

・姉妹都市提携（昭和３６年５月２４日） 

  米国モンテベロ市（カリフォルニア州） 

・安全都市宣言（昭和３７年３月３１日） 

・市民憲章制定（昭和３９年５月３日） 

・非核平和都市宣言（昭和６０年１０月１５日決議） 

・芦屋庭園都市宣言（平成１６年１月１日） 

・第５次芦屋市総合計画策定（令和３年９月） 

・第２期芦屋市創生総合戦略策定（令和３年９月） 
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議員数と議会の構成

１ 議 員 数   

(1) 条例定数  ２１人（平成２７年４月の統一地方選挙から施行） 

(2) 現 員 数  ２１人（令和６年４月１日現在） 

２ 年齢別議員数   

                        （令和６年５月１７日現在） 

年 齢 25～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～ 平均 

議員数 － ２ ７ ４ ８ － 52 歳 

３ 当選回数別議員数   

                     （令和５年５月１８日現在） 

回 数 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 

議員数 ４ ６ ３ １ － ４ － ２ － １ 

４ 会派構成と政党別議員数   

(1) 会派構成       (2) 政党別構成

（令和６年７月１２日現在）    （令和６年４月１日現在）

あ し や 政 風 会 ５ 人 自 由 民 主 党 ４ 人 

日本共産党芦屋市議会議員団 ３ 人 公 明 党 ３ 人 

公 明 党 ３ 人 日 本 維 新 の 会 ３ 人 

日 本 維 新 の 会 ３ 人 日 本 共 産 党 ３ 人 

至 誠 会 ３ 人 新 社 会 党 １ 人 

会 派 に 属 さ な い 議 員 ４ 人 立 憲 民 主 党 １ 人 

  無 所 属 ６ 人 

                      ※同人数の場合は 50 音順 
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５ 常任委員会   

(1) 総務常任委員会      定数７人 

企画部、総務部、会計課、消防本部、選挙管理委員会、監査委員、公平委員

会に関する事項及び他の委員会に属さない事項 

(2) 民生文教常任委員会    定数７人 

市民生活部、こども福祉部及び教育委員会に関する事項 

(3) 建設公営企業常任委員会  定数７人 

都市政策部、市立芦屋病院及び上下水道部に関する事項 

※ 委員の任期は、選任の日から翌年の４月３０日まで 

   ※ 芦屋市議会委員会条例第２条「議員は、少なくとも一の常任委員となるも

のとする。」との規定により、議長についても上記のいずれかの常任委員会

に所属している。 

６ 議会運営委員会   

・条 例 化  平成８年６月２６日 

・委員定数  ８人以内（議会の議決により定める。） 

・任  期  選任の日から翌年の４月３０日まで 

・選出方法  申合せにより、会派の所属議員３人につき１人（端数切捨て）の委

員を推薦 

・表  決  申合せにより、議会運営に関する事項の協議は全会派一致となる 

よう最大限尊重 

・そ の 他  ① 申合せにより、副議長及び２人会派の代表はオブザーバーとし

て出席 

② 申合せにより、議会運営委員会の所管事項のうち、 

ア 本会議・委員会の運営に関すること 

イ 議会の会議規則・委員会条例等に関すること以外の議会内の

調整を代表者会議に委任 

７ 特別委員会  

 (1)  決算特別委員会 令和２年９月定例会から審査体制を分科会方式に変更

・期  間  令和５年９月８日～１０月６日（毎年度９月定例会中） 

・委員定数  全議員（監査委員を除く。） 

・付託事件  一般・特別・企業・財産区会計決算案、企業会計関連議案、各議案に

関連する調査 
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・分 科 会  総務・民生文教・建設公営企業の３分科会を設置 

              決算特別委員会の正副委員長も分科会委員に就任 

各分科会正副座長には、各常任委員会の正副委員長が就任 

議長も分科会委員に所属 

・審査結果  決算案は全て認定すべきもの 

       企業会計関連議案は原案のとおり可決すべきもの 

(2) 予算特別委員会 

・期  間  令和６年３月１日～３月２２日（毎年度３月定例会中） 

・委員定数  全議員 

・付託事件  一般・特別・企業・財産区会計予算案 

・分 科 会  総務・民生文教・建設公営企業の３分科会を設置 

              予算特別委員会の正副委員長も分科会委員に就任 

各分科会正副座長には、各常任委員会の正副委員長が就任 

議長も分科会委員に所属 

・審査結果  全会計予算案について原案のとおり可決すべきもの 
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定例会・臨時会の運営

１ 定例会の一般的な日程及び会議の流れ   

(1)  ６月・１２月定例会 

第○日 会議名 摘          要 

１ 本会議 
開会、会議録署名議員の指名、会期の決定 
議案等審議（提案説明、質疑、委員会付託） 

２～４ 委員会 議案等審査（補足説明、質疑、討論、表決） 

５ 委員会 （予備日） 

６～９  自然休会 

10～12 本会議 一般質問、（追加議案） 

13 委員会 （予備日） 

14～19  自然休会 

20 本会議 議案等審議（委員長報告、討論、表決）、閉会 

(2)  ９月定例会（決算審査） 

第○日 会議名 摘          要 

１ 本会議 
開会、会議録署名議員の指名、会期の決定 
議案等審議（提案説明、質疑、委員会付託） 

２～４ 委員会 議案等審査（補足説明、質疑、討論、表決） 

５ 委員会 （予備日） 

６～９  自然休会 

10～12 
本会議 
委員会 

一般質問、（追加議案） 
決算特別委員会（委員長互選他） 

13・14  自然休会 

15 委員会 （予備日） 

16～22  自然休会 

23 本会議 議案等審議（委員長報告、討論、表決） 

24・25 委員会 決算特別委員会各分科会 

26～28  自然休会 

29 委員会 決算特別委員会各分科会 

30・31 委員会 決算特別委員会各分科会（予備日） 

32～35  自然休会 

36 委員会 決算特別委員会（分科会座長報告、討論、表決） 

37～39  自然休会 

40 本会議 議案等審議（委員長報告、討論、表決）、閉会 
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(3)  ３月定例会（予算審査） 

第○日 会議名 摘          要 

１ 本会議 
開会、会議録署名議員の指名、会期の決定 
現年度議案等審議（提案説明、質疑、委員会付託） 
新年度施政方針説明 

２～４ 委員会 現年度議案等審査（補足説明、質疑、討論、表決） 

５ 委員会 （予備日） 

６～９  自然休会 

10 本会議 
現年度議案等審議（委員長報告、討論、表決） 
総括質問 

11 
本会議 
委員会 

総括質問 
新年度議案等審議（提案説明、質疑、委員会付託） 
予算特別委員会（委員長互選他） 

12～14 委員会 
新年度議案等審査（補足説明、質疑、討論、表決） 
予算特別委員会各分科会 

15・16  自然休会 

17～19 委員会 （予備日） 

20～26  自然休会 

27 委員会 予算特別委員会（分科会座長報告、討論、表決） 

28～34  自然休会 

35 本会議 新年度議案等審議（委員長報告、討論、表決）、閉会 

※３月定例会は、議会内の申合せで総括質問を各会派の代表が行います。

２ 質  疑   

(1) 通告制の有無  通告制を行っていない。 

(2) 回 数 制 限  ３回まで 

３ 総括質問及び一般質問   

(1) 総 括 質 問 申合せにより、施政方針に対する会派代表質問を３月定例会

において実施（一問一答方式と一括質問方式の選択制） 

(2) 一 般 質 問 ３月定例会以外の各定例会において実施（一問一答方式と一

括質問方式の選択制） 

(3) 反 問 権 市長等執行機関の長及びその他の説明員は、議員の質問に対

し、その内容を確認するためのみでなく、議論を深めるため、

反問することができる。 

(4) 通 告 期 限  総括質問：質問日初日の６日前まで（土・日・祝日は除く。） 

一般質問：本会議初日まで 

(5) 制 限 時 間  ・総括質問の発言時間は、答弁を除き１人６０分以内 

・一般質問の発言時間は、答弁を除き１人４０分以内 
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ただし、会派内の他の質問者との間で１人６０分を限度に

調整できる。 

・反問権行使に対する議員の答弁（発言）も発言時間に含む。 

４ 予算・決算の審査方法   

(1) 予  算 

 ① 審査体制 

  当初予算 

・一般・特別・企業・財産区会計…予算特別委員会に付託 

・予算特別委員会は総務、民生文教、建設公営企業の各分科会で審査を分担 

  補正予算 

・一般会計…原則として総務常任委員会に付託 

ただし、当該補正予算が一の常任委員会の所管に係る事案である場合は、 

当該所管の常任委員会に付託する。 

また、複数の常任委員会の所管に係る事案である場合は、必要に応じて、議

会運営委員会で協議の上、付託先を決定する。 

・特別・企業・財産区会計…所管の委員会に付託 

 ② 審査日数 

・予算特別委員会は２日（委員長互選１日、分科会座長報告・討論・表決１日） 

・予算特別委員会の各分科会は例年１～３日 

(2) 決  算  令和２年９月定例会から審査体制を分科会方式に変更

① 審査体制 

・一般・特別・企業・財産区会計、企業会計関連議案、各議案に関連する調査

…決算特別委員会に付託 

・決算特別委員会は総務、民生文教、建設公営企業の各分科会で審査を分担 

② 審査日数 

・決算特別委員会は２日（委員長互選１日、分科会座長報告・討論・表決１日） 

・決算特別委員会の各分科会は１～３日程度 

５ 請願・陳情等の取扱い   

(1) 請  願 

① 受理及び付託先 

・随時受理。本会議の２日前（土・日・祝日は除く。）までに提出されたもの

をその本会議の議題とする。議長は請願を本会議に付し、所管の常任委員会
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等に付託する。 

② 結果 

・『採択』、『不採択』、『一部採択』 

※ 請願に複数の請願項目がある場合、委員会で全員一致の場合に限り一部

採択をすることができる。一部採択は、本会議では過半数議決にて決を

とり、否決の場合は請願全体を審議未了、廃案とする。 

・請願（代表）者には、審議結果を文書で通知する。 

・請願の審査は付議後１年を超えて継続しない。 

③ 国際問題・国政に関するものの取扱い 

・特に取決めなし 

④ 請願者の口頭陳述 

・請願者から口頭陳述の申出があれば認める。 

・１請願につき最大２人まで、請願審査の冒頭５分間程度に限る。 

(2) 陳 情 等（平成１６年６月定例会から）

① 受理及び付託先 

・随時受理。陳情書には、嘆願書、要望書、声明書、決議の類で議長が必要と

認めるものを含む。 

・各定例会の本会議の初日の日程を協議する議会運営委員会の前日までに提出

された陳情については、所管の常任委員会等に送付し、当該定例会中に審査

する。 

・陳情のうち、次の事項を含むものは議長供覧にとどめる。 

(ア) 明らかに市の事務に属さないもの（市の権限に属さない事項及び市に

所管する部署がない事項） 

(イ) 既に願意が達成されているもの又は実現の見通しが明らかなもの 

(ウ) 明らかに実現性のないもの 

(エ) 芦屋市情報公開条例第７条に規定する非公開情報に該当するおそれ

があるもの 

(オ) その他議会が関与することが適当でないと認められるもの 

・一つの陳情書において、明白な複数の陳情事項がある場合でも、一部採択は

しないものとする。 

・陳情を常任委員会等に送付したときは、議会運営委員会に送付一覧表を配布

し、報告する。 

② 結果の通知（委員会審査のみ） 

・結果は『採択』、『不採択』、『結論を得ず』の３種類 

・結果を議長が諸般報告 
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・陳情は閉会中の継続審査を行わない。 

・陳情（代表）者には、審査結果を文書で通知する。 

６ 本会議・委員会の傍聴   

(1) 本会議の傍聴 

・６５席 

・車イス３台分のスペースを確保 

・傍聴席最前列に、ヒアリングループ（磁気ループ）システムを整備 

(2) 委員会の傍聴 

・大会議室１８席、委員会室１２席 

・傍聴者への議案等の貸出し（平成２４年６月議会から開始） 

※ なお、多数の傍聴が見込まれる議案等については、必要と見込まれる部数  

の資料を増刷する等、臨機応変に対応する。また、増刷した資料は配布して

いる。 

７ 議会の開催状況   

(1) 本 会 議                         （令和５年度）

区 分 回 数 会期日数 本会議日数 会議時間数 傍聴者数 

定例会 ４ １２０ ２０ ８５：３０ ４０１

臨時会 １ １ １  １：１０ ２３

(2) 付議事件                         （令和５年度） 

条  例 予  算 議員提出 請  願 そ の 他 合  計 

４１ ３２ ４ ６ ６６ １４９

(3) 一般質問・総括質問（３月は総括質問）           （令和５年度） 

区  分 ６ 月 ９ 月 １２ 月 ３ 月 計 

質 問 者 １９ １９ １９ ６ ６３

件  数 ５６ ５４ ５５ ２０ １８５

(4) 常任委員会                        （令和５年度） 

区  分 総  務 民生文教 建設公営企業 

会議回数 ９ １５ ９

付託件数 ３４ ３３ １８
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(5) 特別委員会                         （令和５年度）

区  分 

ＪＲ芦屋駅
南地区再開
発事業調査

決算 
決算 
総務 
分科会

決算 
民生文教
分科会

決算 
建設公営企業
分科会

予算 
予算 
総務 
分科会

予算
民生文教
分科会

予算
建設公営企業
分科会

会議回数 ０ ３ １ ３ １ ２ １ ２ １

付託件数 １ ６ (再掲１) (再掲１) (再掲６) １２ (再掲3) (再掲４) (再掲7) 

８ 議会運営に関する申合せ事項抜粋   

(1) 質疑に関する申合せ 

① 議案の撤回及び訂正は質疑・討論を行わず、直ちに採決する。 

② 市長提出議案の説明は市長が一括して行い、質疑は分割して行う。 

③ 自己の所属する委員会に付託される事案に対する質疑は自粛する。 

④ 人事案件はプライバシー保護の観点から、あらかじめ非公開の全体協議会で

質疑を行い、本会議における質疑及び委員会付託を省略する。 

⑤ 委員長報告後の議案提出者に対する質疑は、計数的なものに限られる。 

(2) 討論に関する申合せ 

① 議案の撤回及び訂正は質疑・討論を行わず、直ちに採決する。 

② 委員長報告の省略の議決には討論を用いない。 

③ 討論は議会運営委員会で決定した討論区分に応じ、１会派１名とする。 

④ 議案提出者は、当該議案の討論に参加することができない。議案提出時の賛

成者・請願紹介議員は討論に参加できるが、極力控えることとする。 

(3) 質問に関する申合せ 

① 「発言通告書」は、総括質問（施政方針に対する代表質問）、一般質問並び

に緊急質問について提出し、要旨を具体的に記入する。動議もできるだけ通告

する。 

② 発言の順序は、総括質問は大会派順、一般質問は通告順とする。 

③ 総括質問及び一般質問については、発言通告書の提出がない限り認めない。 

④ 総括質問の発言時間は、答弁を除き１人６０分以内とする。 

⑤ 一般質問の発言時間は、答弁を除き１人４０分以内とする。ただし、会派内の

他の質問者との間で１人６０分を限度に調整できる。 

⑥ 反問権行使に対する議員の答弁（発言）も発言時間に含める。 

⑦ 質問通告の受付時間は、総括質問は、告示日の午前９時から質問日初日の６

日前の午後５時までとし、一般質問は、告示日の午前９時から本会議初日の午

後５時までとする。 

⑧ 総括質問の通告期限である「６日前」に土･日及び祝日があるときは、その
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日を除いて計算する。 

⑨ 臨時会では、一般質問は行わない。 

⑩ 緊急質問は、議題とする時期（日程）を、あらかじめ議会運営委員会で協議

する。緊急質問を動議で提出する場合も、できる限り質問通告書を提出する。 

    緊急質問の発言時間は、答弁を除き１人１５分以内とする。ただし、事案に

より議会運営委員会で協議の上、これを変更することができる。 
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議会改革・運営に関する取組等 

１ 議会改革・運営に関する取組   (平成１５年度以後の主なものを記載) 

※ 議改：議会改革特別委員会、議運：議会運営委員会、代：代表者会議

 取組 
決定又は 

確認の日 

協議
又は
確認
の場 
※ 

１ 議員定数を 28 人から 24 人に変更 平成 15 年改選期～  

２ ・会議規則及び委員会条例の全部改正 

・請願・陳情取扱要綱の新規制定 

・申合せ事項の全件精査・見直し 

平成 16 年 6 月 18 日施行 議会

制度

検討 

会 

３ 定例会 1 カ月前の議会運営委員会にお

いて、議会運営上の取扱いについて事

例研究会を実施 

平成 16 年度～ 議運 

４ 議員定数を 24 人から 22 人に変更 平成 19 年改選期～  

５ 傍聴手続の改正、傍聴受付時記載事項

の簡素化 

平成 19 年度～ 議運 

６ 議員研修会の定例開催（年 4回） 平成 20 年度～ 議運 

７ 議会運営委員会の先進地視察 平成 22 年度～ 議運 

８ 議会の議決すべき事件を定める条例の

改正 

平成 22 年 9 月 29 日施行 議運 

９ 自治会の三役等への就任自粛 平成 23 年 12 月決定 議改 

10 議員個人の賛否の公開（ホームページ

と市議会だよりに掲載） 

平成 24 年 3 月定例会～ 議改 

11 一般質問における一問一答方式の導入 平成 24 年 6 月定例会～ 議改 

12 反問権の付与 平成 24 年 6 月定例会～ 議改 

13 傍聴者への議案等の貸出し 平成 24 年 6 月定例会～ 議改 

14 一般質問・総括質問の質問項目を事前

にホームページに公表 

平成 24 年 9 月定例会～ 議改 

15 議会専用ポータルサイトの利用開始 平成 25 年 4 月～ 議改 

16 議会報告会の開催 平成 25 年 11 月～ 議改 

17 議会開催告知ポスターを市内に掲示 平成 26 年 3 月定例会～  

18 ホームページに議長・副議長あいさつ

及び議員顔写真を掲載 

平成 26 年 6 月～  
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19 正副議長の立候補制の採用 平成 26 年 6 月定例会～ 議改 

20 議場に国旗・市旗を掲揚 平成 26 年 6 月定例会～ 代 

21 議会基本条例を制定 平成 26 年 10 月 2 日施行 議改 

22 ホームページに可決した議員提出議案

の内容を掲載 

平成 27 年 3 月定例会～ 議運 

23 議員定数を 22 人から 21 人に変更 平成 27 年改選期～  

24 傍聴規則の改正、委員会傍聴規程の新

規制定 

平成 27 年 4 月 1 日施行 議運 

25 議会車の廃止 平成 28 年 2 月 1 日決定 代 

26 マチイロで市議会だよりを配信 平成 28 年 5 月～  

27 各種会議の公開と記録等の取扱いを変

更 

平成 28 年 6 月 3 日決定 議運 

28 政務活動費領収書等をホームページ上

で公開 

平成 28 年 8 月 31 日～ 代 

29 条例等の改正方式を新旧対照表方式に

変更 

平成 29 年 1 月施行分～ 議運 

30 タブレット端末を議会で本格導入 平成 29 年 3 月定例会～ 議運 

31 議員提出議案、請願書をホームページ

に掲載 

平成 29 年 3 月定例会～ 議運 

32 委員会の傍聴受付場所を変更 平成 29 年度～ 議運 

33 一般（総括）質問時におけるモニター

を活用した資料提示 

平成 29 年 12 月定例会～ 議運 

34 ホームページのリニューアル 平成 30 年 2 月  

35 ホームページの議員名簿に議員のホー

ムページ・ブログ・メールアドレスを

掲載 

平成 30 年 5 月 15 日決定 代 

36 陳情書をホームページに掲載 平成 30 年 6 月 7 日決定 代 

37 行政視察報告をホームページ上で公開

（各常任委員会及び議会運営委員会の

み。議員派遣については令和元年度予

算分から） 

平成 30 年 6 月 7 日決定 代 

38 議員や市長の任期を短縮 平成 31 年改選による任期 代 

39 議会役員の任期延長  

（議長のみ 2年） 

平成 31 年改選期～ 代 

40 議会中継のホームページ上に議案書及

び所管事務調査資料へのリンクＵＲＬ

を表示 

令和元年 9月 20 日決定 議運 
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２ 議員の政治倫理の確立に向けた取組  

１ 虚礼廃止等に関する決議(平成元年６月２９日決議) 

２ 政治ポスターを電柱・公共物等から追放する決議(平成２年９月２７日決議) 

41 総括質問に選択方式（一括質問・一問

一答）を導入 

令和 2年 3月定例会～ 議運 

42 議場にヘルメットを常備 令和 2年 1月 27 日決定 議運 

43 芦屋市議会機能継続計画（議会ＢＣＰ）

地震・風水害編の新規策定 

令和 2年 3月 19 日 代 

44 決算審査体制を分科会方式で実施 令和 2年 9月定例会～ 議運 

45 芦屋市議会機能継続計画（議会ＢＣＰ）

感染症対策編の新規策定 

令和 3年 5月 11 日 代 

46 オンラインによる行政視察の取扱いを

決定 

令和 3年 6月 4日 議運 

47 委員長報告のうち討論部分を省略 令和 3年 6月定例会～ 議運 

48 委員会開会後も報道機関の撮影等を可

能とすることを決定 

令和 3年 8月 27 日 議運 

49 委員会への議長貸与以外のタブレッ

ト・スマートフォン・携帯電話の持込

みを審査に関連する資料の閲覧等に限

り認めることを決定 

令和 3年 10 月 7 日 議運 

50 本会議への飲料の持込みを水に限り認

めることを決定 

令和 3年 12 月定例会～ 議運 

51 3 月定例会の新年度議案について、市長

からの提案説明を求めることを決定 

令和 4年 3月定例会～ 議運 

52 芦屋市議会ハラスメント等防止に関す

る指針の新規策定 

令和 4年 3月 18 日 代 

53 議会運営委員会の継続調査事件につい

て、現委員の任期中は一括して継続を

諮ることを決定 

令和 4年 6月 24 日 議運 

54 発言通告書のメールによる提出を可能

とすることを決定 

令和 4年 7月 26 日 議運 

55 ホームページの議員名簿に議員のＳＮ

Ｓへのリンクを掲載可能とすることを

決定 

令和 4年 12 月 6 日 代 

56 傍聴人名簿の廃止を決定 令和 5年 2月 24 日 議運 
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３ 芦屋市議会議員及び市長等の倫理に関する条例制定(平成１４年１月１日施行) 

４ 議員倫理検証検討会議を設置し、倫理条例及び虚礼廃止等に関する決議の検

証・検討（令和２年８月４日～令和３年２月２６日） 

(1) 虚礼廃止等に関する決議の改正(令和３年３月２２日決議) 

(2) 芦屋市議会議員及び市長等の倫理に関する条例の改正 

(令和３年４月１日施行) 

(3) 芦屋市議会議員及び市長等の倫理に関する条例施行規程の改正 

(令和３年４月１日施行) 

３ 政務活動費に関する取組  

１ 政務活動費マニュアルの策定(平成２５年４月３０日) 

２ 政務活動費領収書等をホームページ上で公開(平成２８年８月３１日) 

３ 使途基準や政務活動費マニュアルの見直し 

(1) 政務活動費あり方検討会議（平成３０年１０月３日～平成３１年２月１８日） 

(2) 政務活動費あり方検証検討会議（令和４年８月２６日～令和５年２月１３日） 

４ 議会報告会・意見交換会 

平成２５年度からコロナ禍の令和２年度、３年度を除き、毎年開催。 

平成２８年度の議会報告会開催後は、議会報告会検討会議を設置し、 

議会報告会のあり方について検討。以後、毎年度議会報告会準備会 

を設置し、準備を進める。 

１ 開催状況 

(1) 平成２５年度 

開催日 内 容 

11月 5日 

11月 7日 

11月 9日 

・議会のあらましについて 

・議会改革の取組について 

・平成24年度芦屋市決算について 
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(2)  平成２６年度 

開催日 内 容 

7月23日(2回開催) ・芦屋市議会基本条例(案)の説明 

11月 4日 

11月 6日 

11月 8日 

・議会基本条例の紹介 

・平成25年度決算の報告 

(3)  平成２７年度 

開催日 内 容 

10月31日(2回開催) 

11月 1日 

・議会のあらましについて 

・平成26年度芦屋市決算について 

(4)  平成２８年度 

開催日 内 容 

11月15日(3回開催) ・議会改革のトピックス 

・平成27年度決算審査の報告 

・第3回定例会の審議内容について 

(5)  平成２９年度 

開催日 議会報告会 意見交換会 

11月22日 

(2回開催) 

11月23日 

・議会改革のトピックス 

・平成 28 年度決算審査の報告

・芦屋市の道路は安全？ 

・「芦屋市の税金って高いの？ 税を

中心に」 

・幼稚園・保育所のあり方について

(6)  平成３０年度 

開催日 議会報告会 意見交換会 

11月15日 

11月16日 

11月23日 

・平成 29 年度決算審査の報告 ・ごみ処理について 

・無電柱化の取組について 

・公共施設等総合管理計画について

(7)  令和元年度 

開催日 意見交換会 

11月14日 

11月16日 

(2回開催) 

・芦屋の将来像について 

～地域活性化のための人材育成～ 

・公園と街路樹について 

・こどもが輝く小学校！！ 

(8)  令和４年度 

開催日 議会報告会 

5月21日 ・ＪＲ芦屋駅南地区再開発事業について 

  （オンライン会議(Ｚｏｏｍ)にて実施） 
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(9)  令和５年度 

開催日 議会報告会 

（オンライン・対面のハイブリッド形式で実施） 

1月30日 

(2回開催) 

1月31日 

共通のテーマ 各委員会のテーマ 

・芦屋市議会について 

～概要と議会改革の取組～ 

・私たちの身近な「交通」（バス・自

転車など） 

・子育てと教育～魅力ある芦屋の未

来のために～ 

・市民が参加しやすく、次代につな

がる地域づくりについて 

５ 議会基本条例に関する取組 

１ 芦屋市議会基本条例の制定(平成２６年１０月２日施行) 

２ 条例の検証 

(1) 協議体 

議会基本条例検証会議 

(2) 評価及び検討 

ア 実施状況の評価 

イ 条例内容の有効性・妥当性の評価 

ウ 課題への対応方策の検討 

(3) 検証時期 

ア 平成２９年９月１日～平成３０年５月３１日 

イ 令和３年８月３日～令和４年３月１８日 

６ 議会ＩＣＴ化に関する取組 

議会ＩＣＴ検討会議を設置し、調査・検討 

（平成２７年１０月６日～平成２９年５月１２日） 

１ タブレット端末の導入 

・平成２８年８月３日の議会運営委員会から試行運用開始 

・平成２９年３月定例会から本格的に運用開始 

２ 議場・委員会室の更新(平成２９年８月) 

議場システムの更新、モニターの設置、委員会室へのカメラ設置等を検討 



- 18 - 

７ 議会機能継続計画（議会ＢＣＰ）に関する取組 

１ 協議体 

(1) 議会ＢＣＰ検討ワーキンググループ会議 

（令和元年８月１日～令和２年６月１日） 

(2) 議会ＢＣＰ検証検討会議 

（令和２年７月２７日～令和３年５月１１日） 

（令和３年８月３日～令和４年３月１８日） 

（令和４年７月２６日～令和５年２月２４日） 

（令和５年６月３０日～令和６年２月２８日） 

２ 議会機能継続計画(議会ＢＣＰ)の策定 

※毎年度必要に応じて見直し 

(1)  地震・風水害編策定(令和２年３月１９日) 

(2)  感染症対策編策定(令和３年５月１１日) 

(3) アクションカードの作成(令和３年５月１１日) 

３ 議会機能継続訓練 

実施年度 訓練の内容 

令和元年度 本会議中の大規模地震発生を想定した、執行機関との合同訓練 

令和２年度 
感染症の発生により、事務局職員不在を想定した議員のみによる

議会の運営訓練 

令和３年度 
災害発生後の議員の参集から市内各地域での活動を想定、全議員

が登庁できない事態を想定して LINE を活用した訓練 

令和４年度 

（２回実施） 

・全体協議会中の大規模地震発生を想定した全体行動の訓練、オ

ンラインでのブロック活動の訓練 

・発災翌日以降の対応（オンラインでのブロック活動）訓練 

令和５年度 

・閉会中の大規模地震発生を想定した全体行動の訓練、オンライ

ンでのブロック活動の訓練 

（スマートフォンを使ったオンライン会議の実施） 
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議 員 報 酬 等

１ 議員報酬   

(1) 議  長  ７３万７千円 

(2) 副 議 長  ６５万３千円     平成２７年６月１１日から適用 

(3) 議  員  ５９万１千円      

(4) 期末手当  年４．４月（令和５年度実績）  

（給料月額の参考）市 長 １０６万１千円、副市長 ８８万５千円、 

教育長  ７３万２千円 

２ 行政視察旅費   

(1) 常 任 委 員 会 視 察  年間１人当たり１５万円（(1)と(2)を合わせて） 

 (令和４年度までは２０万円) 

(2) 議員派遣による視察   

(3) 議会運営委員会・特別委員会視察 年間１人当たり約５万２千円 

(4) 海 外 視 察  計上せず 

３ 費用弁償  

(1) 宿   泊   料  １５，０００円 

(2) 日       当   ３，５００円（目的地までの距離により変動）

(3) 本会議・委員会手当        なし

(4) 正・副委員長手当       なし 

４ 市議会政務活動費   

(1) 支給開始  平成２５年度から（平成１３年度～平成２４年度は政務調査費） 

(2) 支給対象  会派及び会派に所属しない議員 

(3) 支 給 額  年間１人当たり８４万円 

(4) 支出費目  議会費、（細目）市議会運営費活動費 

（節）負担金、補助及び交付金 
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議 会 の 公 開

１ 議会図書室   

(1) 図書室の規模  ５１㎡ 

(2) 閲覧コーナー  ４席 

（議員の調査研究を妨げない範囲で一般市民の利用も可） 

(3) 職 員 の 配 置  なし 

(4) 蔵 書 数 等 ① 図書 約１，５００冊 

（令和６年４月１日現在、雑誌類は除く。） 

② 雑誌等定期刊行物 １６種類 

(5) 図書購入予算 ① 図書購入費 約７０万円（令和６年度予算） 

② 法令等の加除・追録費 ８１万円（令和６年度予算） 

(6) 管理運営基準  芦屋市議会図書室運営要綱 

(7) 図書の貸し出し  議員に限り、１回に５冊以内、期間は１０日以内、図書カ

ードによる貸出し 

(8) パソコンの設置  ２台 

２ 情報公開条例の制定   

(1) 施 行 年 月 日  平成１４年１０月１日（平成１４年３月２５日議決） 

(2) 請 求 事 例  議会関係０件（令和５年度） 

(3) そ  の  他  ① 全体協議会、代表者会議、各委員協議会の記録も公開

対象文書に含む。 

② 公開の是非、範囲は議長が決定する。 

３ 個人情報保護条例の制定   

(1) 施 行 年 月 日  平成１６年１０月１日（平成１６年３月２６日議決） 

令和５年３月３１日廃止（令和４年１２月２０日議決） 

４ 芦屋市議会個人情報の保護に関する条例の制定   

(1) 施 行 年 月 日  令和５年４月１日（令和５年２月２７日議決） 

(2) 請 求 事 例  議会関係０件（令和５年度） 
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(3) そ  の  他  ① 議会が保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止の

決定は議長が決定する。 

② 個人情報の保護に関する法律の改正に伴う芦屋市個

人情報保護条例の廃止により、市議会の個人情報保護制

度について定める必要があるため条例を制定したもの。 

５ 議会交際費の自主公開   

○ 平成１３年７月３１日から議長交際費の自主公開を実施 

○ 平成１９年度から名称を議会交際費に変更 

※３カ月ごとの執行状況をその最終月の翌月末に公開する。 

６ 議会のテレビ放映   

○ 平成６年５月から市役所北館１階でテレビモニターによる議会中継の放映を

実施 

〇 平成２９年９月から市役所南館４階エレベーターホールでテレビモニターに

よる議会中継の放映を実施 

７ 会議録検索システム   

○ インターネットによる会議録検索システムを平成１６年６月に導入 

会議録は平成１１年６月以降、委員会記録は平成１５年６月(議会運営委員会

記録は平成２５年５月)以降について、検索システムにより検索・閲覧が可能 

・経   費  ８８万５千円（令和６年度予算） 

８ インターネット中継   

○ 平成２０年１２月議会から、本会議のインターネット中継を開始 

〇 平成２９年１２月議会から、委員会のインターネット中継を開始 

 〇 会議の模様をリアルタイムに配信する「ライブ中継」と収録した映像を検索し

閲覧できる「議会映像」の視聴が可能 

 〇 「ライブ中継」は、会議の開始から終了まで、「議会映像」は、会議開催日の

概ね３日後（土日祝を除く。）から１年間（令和元年度以降に開催される会議か

ら）配信する。 
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〇 経   費  １９９万４千円（令和６年度予算） 

９ 賛否の公開   

○ 議員個人の賛否の公開を平成２４年３月議会から導入 

・市議会だより  賛否の分かれた議案のみ 

・ホームページ  全議案（市長提出議案、議員提出議案、請願） 
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議 会 刊 行 物

１ 会 議 録   

(1) 作成方法 音声反訳から印刷までを業者に委託。製本は庁内印刷室に依頼

(2) 体  裁  Ａ４判

(3) 部  数  １７部（法務コンプライアンス課、県議会事務局等に配布） 

(4) 委 託 料（令和６年度予算） 

① 本会議音声反訳料  2,300 円から 2,600 円／１０分間（計８５時間） 

② 委員会音声反訳料  2,400 円から 3,300 円／１０分間（計２０５時間） 

(5) 反訳原稿の納入期限（本会議・委員会開催日の翌日から起算）

① 通常の場合     会議時間２０分につき１日以内 

（土日祝を含まない。会議時間が１時間に満たない場

合は、原則３日以内とする。） 

② 急施を要する場合  ３日以内又は７日以内（土日祝含む。） 

２ 市議会だより   

 (1) 創  刊  平成４年７月３０日 

(2) 体  裁  Ａ４判１２ページ、カラー刷り（平成２４年４月３０日号より、

タブロイド判、２色刷りから変更） 

(3) 発行回数  年４回（５月、８月、１１月、２月に発行） 

(4) 配布方法  全戸配布（ポスティング） 

(5) 印刷部数  ４６，０００部 

(6) 経  費    約４７１万円（令和６年度予算・ポスティング料等含む。）

(7) そ の 他  芦屋市議会報発行規程を制定 

         スマートフォンアプリ「マチイロ」で市議会だよりを閲覧可能に

（平成２８年４月） 

         あしや市議会だより１００号記念号を発行（平成２９年５月） 

３ 市議会便覧   

(1) 目  的  本市の市政の概要をコンパクトにまとめ、議員活動の参考として

活用するもの 

(2) 体  裁  Ａ５判、本編２２８ページ、庁内印刷 

(3) 発行部数  ９０部(毎年作成) 
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４ 市議会提要   

(1) 目  的  議会の円滑な運営に資するため、例規集、申合せ・確認事項、事

例集、書式集、資料集を２分冊にまとめたもの 

(2) 体  裁  Ａ５判、本編６３７ページ、庁内印刷 

(3) 発行部数  ５０冊（改選期ごとに作成） 

(4) 経  費  約８千円（令和５年度・表紙用紙代） 

５ フェイスブック 

 ○ 平成２８年１２月２１日からフェイスブックが持つ拡散性や即効性を活かし、

芦屋市議会の情報（議会、委員会の日程や会議結果、その他の議会活動の紹介、

議会の仕組みの解説）などを議会事務局から発信 

６ 市議会紹介ＤＶＤ 

○ 市民の市議会に対する理解を促進することを目的に、平成３１年３月に芦屋

市議会の役割や仕組み、会議の流れといった内容等を紹介するＤＶＤを制作し、

市議会ホームページに掲載 

議 会 事 務 局

議会事務局の機構 （定数８人、現員８人）      令和６年４月１日現在 

議事調査課主査議事調査課主査

総務課担当

事務局長

議事調査課長総務課長

総務課主査 議事調査課主査

※他に、会計年度任用職員２人 
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予 算 と 決 算 

１ 各会計当初予算総括表

（単位：千円）  

区   分 
令和 5 年度 令 和 6 年 度 

予 算 額 増減率 予 算 額 増減率 

一 般 会 計 43,741,000 
％

1.9 46,964,000 
％

7.4

特

別

会

計

国民健康保険事業 9,690,000 △ 1.2 9,309,000 △ 3.9

公共用地取得費 942,000 △ 1.7 2,490,000 164.3

都市再開発事業 754,000 △ 6.5 1,180,000 56.5

駐 車 場 事 業 46,200 △ 3.8 46,000 △ 0.4

介 護 保 険 事業 9,952,000 3.3 10,131,000 1.8

後期高齢者医療事業 2,611,000 3.1 2,814,000 7.8

小 計 23,995,200 0.9 25,970,000 8.2

合      計 67,736,200 1.5 72,934,000 7.7

企

業

会

計

病 院 事 業 7,340,842 5.7 7,422,032 1.1

水 道 事 業 3,160,679 △ 1.2 3,439,486 8.8

下 水 道 事 業 4,605,225 9.3 4,547,714 △ 1.2

小 計 15,106,746 5.2 15,409,232 2.0

合      計 82,842,946 2.2 88,343,232 6.6

財
産
区
会
計

打 出 ・ 芦 屋 13,000 36.8 23,000 76.9

三 条 ・ 津 知 3,500 59.1 3,500 0.0

小 計 16,500 41.0 26,500 60.6

総      計 82,859,446 2.2 88,369,732 6.7
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２ 一般会計予算財源別構成   

（単位：千円） 

区 分 
令 和 5 年 度 令 和 6 年 度 

予 算 額 構成比 増減率 予 算 額 構成比 増減率

自

主

財

源

市  税 23,550,086
％ 

53.8
％

2.7 23,441,684
％ 

49.9
％

△ 0.5
分担金及び
負 担 金

281,105 0.7 11.0 191,433 0.4 △ 31.9

使用料及び
手 数 料

1,371,929 3.1 1.1 1,338,091 2.9 △ 2.5

財 産 収 入 801,293 1.8 28.0 212,372 0.5 △ 73.5

寄 附 金 77,193 0.2 △ 18.7 96,462 0.2 25.0

繰 入 金 2,041,355 4.7 △ 34.1 6,170,765 13.1 202.3

繰 越 金 1 0.0 0.0 1 0.0 0.0

諸 収 入 1,212,789 2.8 △ 0.1 1,328,851 2.8 9.6

小 計 29,335,751 67.1 △ 0.8 32,779,659 69.8 11.7

依

存

財

源

地方譲与税 165,000 0.4 △ 2.4 171,800 0.4 4.1

利子割交付金 13,000 0.0 △ 50.0 16,000 0.0 23.1

配当割交付金 284,000 0.7 64.2 233,000 0.5 △ 18.0

株式等譲渡
所得割交付金

227,000 0.5 △ 38.1 349,000 0.7 53.7

法人事業税
交 付 金

117,000 0.3 34.5 126,970 0.3 8.5

地方消費税
交 付 金

2,022,000 4.6 7.9 1,852,000 3.9 △ 8.4

環境性能割
交 付 金 14,000 0.0 △ 6.7 21,000 0.1 50.0

ゴ ル フ 場
利用税交付金 2,800 0.0 3.7 2,600 0.0 △ 7.1

地 方 特 例
交 付 金 55,000 0.1 37.5 435,000 0.9 690.9

地方交付税 500,000 1.1 11.1 450,000 1.0 △ 10.0

交通安全対策
特別交付金 13,000 0.0 0.0 13,000 0.0 0.0

国庫支出金 6,149,726 14.1 12.0 6,310,107 13.4 2.6

県 支 出 金 2,580,023 5.9 3.0 2,604,764 5.6 1.0

市 債 2,262,700 5.2 5.4 1,599,100 3.4 △29.3

小 計 14,405,249 32.9 7.8 14,184,341 30.2 △ 1.5

合    計 43,741,000 100.0 1.9 46,964,000 100.0 7.4

※端数処理のため、構成比の計が一致しない場合があります。 
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３ 一般会計予算歳出款別構成    

（単位：千円） 

区  分 
令 和 5 年度 令 和 6 年 度 

予 算 額 構成比 増減率 予 算 額 構成比 増減率

議 会 費
402,566

％

0.9
％

△ 1.2 410,286
％

0.9
％

1.9

総 務 費 4,696,770 10.7 2.7 6,327,008 13.5 34.7

民 生 費 15,878,307 36.3 2.1 17,700,781 37.7 11.5

衛 生 費 4,598,568 10.5 8.6 4,330,554 9.2 △ 5.8

労 働 費 22,804 0.1 1.7 22,403 0.1 △ 1.8

農 林
水産業費

27,322 0.1 0.5 32,763 0.1 19.9

商 工 費 161,267 0.4 △12.3 188,039 0.4 16.6

土 木 費 6,376,868 14.6 2.4 5,923,161 12.6 △ 7.1

消 防 費 2,044,542 4.7 35.0 1,931,704 4.1 △ 5.5

教 育 費 5,098,444 11.6 △10.9 5,280,230 11.2 3.6

災 害
復 旧 費

10,000 0.0 0.0 10,000 0.0 0.0

公 債 費 4,321,872 9.9 △0.8 4,705,401 10.0 8.9

諸支出金 1,670 0.0 0.0 1,670 0.0 0.0

予 備 費 100,000 0.2 0.0 100,000 0.2 0.0

合 計 43,741,000 100.0 1.9 46,964,000 100.0 7.4
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４ 一般会計予算歳出経費別状況               

（単位：千円） 

区 分 

令和 5 年度 令 和 6 年 度 

予 算 額 構成比 増減率 予 算 額 構成比 増減率

消

費

的

経

費

人 件 費 8,891,013
％

20.3
％

△ 3.6 9,686,480
％

20.6
％

8.9 

物 件 費 8,256,312 18.9 9.7 8,829,387 18.8 6.9

維持補修費 290,629 0.7 7.1 369,207 0.8 27.0

そ の 他 の
消費的経費 10,616,320 24.3 2.8 11,995,695 25.6 13.0

小 計 28,054,274 64.2 2.6 30,880,769 65.8 10.1

投

資

的

経

費

普通建設事業 4,823,879 11.1 △ 0.9 3,281,892 7.0 △32.0

災害復旧費 10,000 0.0 0.0 10,000 0.0 0.0

小 計 4,833,879 11.1 △ 0.9 3,291,892 7.0 △31.9

そ

の

他

の

経

費

積 立 金 781,595 1.8 28.7 57,762 0.1 △92.6

出 資 金 1,682 0.0 0.1 1,681 0.0 △0.1

貸 付 金 20,610 0.0 △ 20.6 20,520 0.0 △0.4

公 債 費 4,321,871 9.9 △ 0.8 4,705,400 10.0 8.9

繰 出 金 3,595,857 8.2 △ 2.0 5,908,622 12.6 64.3

公営企業補助
出資及び貸付金 2,031,232 4.6 5.1 1,997,354 4.3 △1.7

予 備 費 100,000 0.2 0.0 100,000 0.2 0.0

小 計 10,852,847 24.7 1.5 12,791,339 27.2 17.9

合    計 43,741,000 100.0 1.9 46,964,000 100.0 7.4
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５ 企業会計予算（当初予算） 

（単位：千円） 

区   分 
令和 5 年度 令 和 6 年 度 

予 算 額 増減率 予 算 額 増減率

病

院

事

業

収 益 的 収 入 6,011,815 
％

 6.1 6,299,055 
％

 4.8 

 〃   支 出 6,232,692 5.4 6,537,018 4.9 

資 本 的 収 入 523,068 21.1 402,653 △23.0 

   〃   支 出 1,108,150 7.1 885,014 △20.1 

一時借入金限度額 500,000 0.0 500,000 0.0 

一般会計補助金・
負 担 金

561,166 △1.7 572,487 2.0 

一般会計出資金 223,168 2.3 199,953 △10.4 

水

道

事

業

収 益 的 収 入 2,251,973 △ 0.0 2,251,727 △0.0 

 〃   支 出 2,161,295 1.1 2,236,371 3.5 

資 本 的 収 入 513,666 25.4 415,376 △19.1 

   〃   支 出 999,384 △5.9 1,203,115 20.4 

一時借入金限度額 1,000,000 0.0 1,000,000 0.0 

一般会計補助金・
負 担 金

48,330 175.6 8,283 △82.9 

一般会計出資金 0 0.0 0 0.0 

下

水

道

事

業

収 益 的 収 入 3,021,529 2.7 2,970,850 △1.7 

 〃   支 出 2,965,905  8.7 2,927,108 △1.3 

資 本 的 収 入 894,329 36.4 772,874 △13.6 

   〃   支 出 1,639,320 10.5 1,620,606 △1.1 

一時借入金限度額 1,000,000 0.0 1,000,000 0.0 

一般会計補助金・
負 担 金

355,613  8.0 328,306 △7.7 

一般会計出資金 0 0.0 0 0.0 
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６ 普通会計決算状況

（単位：千円）  

区    分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

歳 入 57,156,366 48,164,431 48,302,957 

歳 出 54,912,496 44,187,138 45,686,492 

実 質 収 支 1,601,494 3,591,379 2,374,719 

基 準 財政 需要額 16,934,438 17,396,638 17,067,917 

基 準 財政 収入額 17,457,227 17,397,505 18,478,464 

標 準 財 政 規 模 24,021,604 23,448,078 24,848,512 

財 政 力 指 数 1.023 1.024 1.038 

実質収支比率（％） 6.7 15.3 9.6 

実質公債費比率（％） 7.4 6.3 6.9 

経常収支比率（％） 96.9 92.0 94.6 

ラスパイレス指数 101.2 100.8 101.1 
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７ 普通会計決算歳入           

 （単位：千円） 

区 分
令 和 ３ 年 度 令 和 ４ 年 度

決 算 額 構成比 増減率 決 算 額 構成比 増減率 

地 方 税 23,642,738
％

49.1
％

1.6 24,149,342
％

50.0
％

2.1

地 方 譲 与 税 184,120 0.4 1.4 178,519 0.4 △ 3.0

利 子 割 交 付 金 30,617 0.1 △ 19.0 19,883 0.0 △ 35.1

配 当 割 交 付 金 310,695 0.6 46.2 294,999 0.6 △ 5.1

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金 367,575 0.8 48.5 211,286 0.4 △ 42.5

法 人 事 業
税 交 付 税 102,656 0.2 75.4 126,583 0.3 23.3

地 方 消 費 税
交 付 金 1,963,639 4.1 9.2 2,041,676 4.2 4.0

自動車税環境性能割
交 付 金 26,404 0.0 26.1 33,106 0.1 25.4

ゴ ル フ 場
利 用 税 交 付 金 3,801 0.0 6.6 4,056 0.0 6.7

自 動 車 取 得 税
交 付 金 － － 皆減    516 0.0 皆増

地方特例交付金 161,507 0.3 198.6 59,180 0.1 △ 63.4

地 方 交 付 税 840,018 1.7 29.4 635,726 1.3 △ 24.3

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金 13,389 0.0 0.0 12,418 0.0 △ 7.3

分担金・負担金 187,539 0.4 7.7 199,026 0.4 6.1

使用料 ・手数料 1,571,358 3.3 17.0 1,492,453 3.1 △ 5.0

国 庫 支 出 金 9,133,740 19.0 △ 45.3 7,990,495 16.6 △ 12.5

県 支 出 金 2,581,244 5.4 10.7 2,451,108 5.1 △ 5.0

財 産 収 入 822,785 1.7 373.4 358,557 0.8 △ 56.4

寄 附 金 124,351 0.2 △ 52.3 121,280 0.3 △ 2.5

繰 入 金 234,947 0.5 △ 39.9 55,746 0.1 △ 76.3

繰 越 金 2,243,870 4.7 48.2 3,977,293 8.2 77.3

諸 収 入 1,308,538 2.7 29.2 1,117,409 2.3 △ 14.6

地 方 債 2,308,900 4.8 △ 65.5 2,772,300 5.7 20.1

合 計 48,164,431 100.0 △ 15.7 48,302,957 100.0 0.3
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８ 普通会計決算性質別歳出     

（単位：千円） 

区  分 

令 和 ３ 年 度 令 和 ４ 年 度 

決 算 額 構成比 増減率 決 算 額 構成比 増減率

人 件 費 8,635,502
％

19.5
％

0.9 8,367,724
％

18.3
％

△ 3.1

扶 助 費 9,303,702 21.1 22.5 8,970,914 19.6 △ 3.6

公 債 費 3,952,979 9.0 △ 8.0 4,515,931 9.9 14.2

物 件 費 7,064,944 16.0 13.5 7,471,410 16.4 5.8

維 持 補 修 費 262,502 0.6 △ 25.1 392,786 0.9 49.6

補 助 費 等 2,795,812 6.3 △ 79.2 3,520,248 7.7 25.9

積 立 金 1,721,335 3.9 95.5 3,663,735 8.0 112.8

投 資 及 び

出 資 金 貸 付 金
221,707 0.5 △ 18.7 223,930 0.5 1.0

繰 出 金 4,208,716 9.5 14.3 3,786,905 8.3 △ 10.0

投 資 的 経 費 6,019,939 13.6 △ 37.5 4,772,909 10.4 △ 20.7

内

訳

普 通 建 設

事 業 費
6,019,939 13.6 △ 37.4 4,772,909 10.4 △ 20.7

災 害 復 旧

事 業 費
0 0.0 皆減 0 0.0 0.0

合 計 44,187,138 100.0 △ 19.5 45,686,492 100.0 3.4



- 33 - 

９ 普通会計決算目的別歳出

（単位：千円） 

区 分 

令 和 ３ 年 度 令 和 ４ 年 度

決 算 額 構成比 増減率 決 算 額 構成比 増減率 

議 会 費 
 ％ ％  ％ ％ 

383,977 0.9 △ 1.1 368,828 0.8 △ 3.9

総 務 費 5,431,722 12.3 △ 60.3 7,568,066 16.6 39.3

民 生 費 16,747,748 37.9 6.2 16,590,220 36.3 △ 0.9

衛 生 費 5,012,738 11.3 17.3 4,521,604 9.9 △ 9.8

労 働 費 21,353 0.1 △ 0.9 21,133 0.0 △ 1.0

農 林 

水産業費 
33,161 0.1 5.6 30,894 0.1 △ 6.8

商 工 費 227,952 0.5 △ 48.0 199,516 0.4 △ 12.5

土 木 費 5,851,199 13.2 5.6 4,867,029 10.7 △ 16.8

消 防 費 1,481,513 3.4 9.5 1,406,287 3.1 △ 5.1

教 育 費 5,042,795 11.4 △ 44.8 5,596,983 12.2 11.0

災 害 

復 旧 費 
0 0.0 皆減 0 0.0 0.0

公 債 費 3,952,980 8.9 △ 8.0 4,515,932 9.9 14.2

諸支出金 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0

合 計 44,187,138 100.0 △ 19.5 45,686,492 100.0 3.4



- 34 - 

10 基金残高の状況(一般会計対象分)  

（単位：千円） 

基     金 
4 年 度 末 
残 高 

5 年 度 末 
残 高 見 込 

6 年 度 末 
残 高 見 込 

財 政 基 金 12,135,281 11,949,196 7,695,330 

減 債 基 金 2,438,430 2,440,628 712,555 

特

定

目

的

基

金

職員の退職手当基金 194,799 194,975 195,217 

公共施設等整備基金 2,399,235 2,431,963 2,447,572 

社会福祉「友愛」基金 156,172 153,341 145,818 

市民文化振興基金 75,577 73,685 69,629 

緑 化 基 金 127,407 136,530 134,030 

ボランティア基金 107,167 106,478 104,714 

スポーツ振興基金 212,385 238,869 214,052 

長寿社会福祉基金 277,888 274,751 267,494 

環 境 保 全 基 金 50,643 52,866 52,866 

1.17あしやフェニックス基金 18,006 18,656 17,480 

西田房子福祉基金 238,412 238,412 238,412 

大学等入学支援基金 89,844 83,999 76,150 

子ども･子育て支援基金 106,993 132,259 131,375 

教 育 振 興 基 金 9,521 19,116 18,041 

無電柱化推進基金 49,983 55,434 51,203 

企業版ふるさと納税基金 － 0 0 

小 計 4,114,032 4,211,334 4,164,053 

合     計 18,687,743 18,601,158 12,571,938 

定
額
基
金

美術品等取得基金 200,000 200,000 200,000 

土 地 開 発 基 金 330,000 330,000 330,000 

小 計 530,000 530,000 530,000 

総  合  計 19,217,743 19,131,158 13,101,938 

11 市債現在高の状況 

（単位：千円） 

区    分 
4 年 度 末 
残 高 

5 年 度 末 
残 高 見 込 

6 年 度 末 
残 高 見 込 

一 般 会 計 48,285,769 46,446,537 43,606,813 
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